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経済論叢(京 都大学)第167巻 第4尋,2001年4月

研究開発競争モデルの再検討(1)

Louryの モ デ ル を 中心 と して

1は じ め に

富 澤 拓 志

研究開発競争理論 とは,文 字通 り研究開発を伴 う企業間競争を分析し,そ の

形態を決定する要因の抽出と競争の経済的影響を検討するものである。研究開

発競争・理論は約40年 ほどにわたって研究が蓄積され,研 究開発の様々なインセ

ンチ.イブ構造を明らかにしてき.た㌔

現在,こ の理論の関心は,ラ イセンシングと共同研究開発,特 許制度,新 技

術の普及過程,技 術の標準化問題などへ様々に分化 しているが,こ れらに共通

に見 られるのは,現 在の競争上の地位と崩発競争の結果生 じる市場構造 に耕す

る期待 という二つの要因が企業や産業の開発投資に与える影響に焦点を当てる

点である。

だが,研 究開発競争に ミクロ経済学的手法が取 り入れられてからしばらくの

間,理 論的関心は,も っぱら市場が競争的であるほど技術革新は盛んになるの

か,あ るいは衰えるのか とい う問題一.一...即ち静学的効率性と動学的効率性の ト

レー ドオフという問題一 に集中 していた。

元々この問題は,技 術革新の原動力 は独占の超過利潤であるとい うシュン

ペーターの問題提起に基づいている。これに従って,1960年 代から競争と技術.

革新 との関係 具体的には市場集中度や企業規模 と研究開発活動水準(研 究開

1)例 え ば 「置 き換 え 効 果 」(Arrow〔1〕 〕,「 張 り合 い 効 果 」(Basel〔3〕},「 ア メ と ム チ」

(Breathetal.〔4〕)な ど。
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発への投資額や要員数の割合や特許数など)と の関係について,実 証研究と同

時に理論的研究が盛んになったのである。

しか しながら,そ れらの理論的分析には特に実無研究の立場から考えて曖昧

な点がある。それは,.均衡に至るまでの調整過程が速やかなものなのか,そ れ

とも大変時間がかかるものなのかという点である。

研究開発競争理論では,市 場構造を所与とした短期均衡と市場構造も内生変

数 と見 る長期均衡(自 由参人均衡)と い う二つの均衡概念が使われている。

従 って,同 じモデルから出.発しても,.h述 した 「市場構造と技術革新の関係」

は,こ れ ら二つの調整過程が実際にどれくらいの時間を必要とするのかによっ

て,結 果は異なる。だが,短 期均衡 と長期均衡のどちらが適当かは,自 明では

ないQ研 究開発競争の調整にどのくらいの時間がかかっているのかは知 られて

いない。

このような短期均衡と長期均衡の使い分けの曖昧さは,背 景や文脈がまちま

ちな個別の研究開発競争を集計的に扱う場合に一層深刻になる。そ して市場集

中度と研究開発投資との関係という問題はまさに集計的に確かめられるべき命

題である。

なぜならば,集 計的な実証分析においては,個 別事例の研究と異な り,背 景

や文脈がまちまちな個別の研究開発競争を一括 して分析 しなければならないか

らである。個別事例の分析であるならば短期均衡 と長期均衡のどちらがより適

切であるのかを,事 例の文脈に即 して判断することが可能かもしれない。だが,

計量的な処理を行う場合,ク ロスセクション分析にせよ.時系列分析にせよ,ど

ちらの均衡概念がサンプル全体に当てはまるのかをいうことはきわめて困難で

ある。

本稿では,参 入企業のR&D水 準の変更に基づ く調整と,参 入退出による

調整の過程には直接踏み込んでいない。このような方法は,時 間経過を伴う調

整が実際に何 を生み出すのか.という問題 に正面か ら答えるものではな く,従 来

の研究の問題点を指摘するだけという.消極的な方法ではあるが,よ り積極的な

」

【
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検討 に 至 るた め に必 要 な一段 階で は ない か と考 え る。

H研 究開発競争モデル

本節では,R&D競 争モデル共通の構図とその二つの均衡概念を示す。

まず,モ デルには基礎的な外生変数として需要変数と技術変数が与えられる。

需要変数 とは,技 術革新の成功報酬である。それ自体を所与 とする場合もある

し,成 功報酬を確定するために,そ の技術の使用される産業の需要関数を特定

し,そ の技術の使用によって生 じる利得をもって成功報酬 とする場合もある。

需要変数は様々な要素に規定される6そ の主なものは,開 発技術を利用する市

場の需要規模と需要弾力性,特 許の範囲や期間など法的制度,知 識の漏洩の容

易さなど技術の専有可能性,お よび製品市場における競争の形式である。

次に,そ の革新を行 うために必要な費用がモデルに与えられる。これが技術

変数である。この技術変数は当該産業の技術機会(新 技術の斬新さや発見の容

易さ)ま たはR&D技 術 という,い わば技術の生産関数の他に,資 本市場に

おける資金調達条件 も考慮することがある。この定式化の方法は様々で,投 資

額の増加が新技術の高度化につながるとするものや,新 技術の性質は不変だが,

開発期間を短縮するとするもの,又 は開発の成功確率を増加させるとするもの

などがある。また,モ デルで取 りヒげられる投資形式は,期 首に一括 して投資

する形の他,開 発競争に参加する誰かが開発に成功するまで投資し続ける形も

ある。

以上の基本的な設定に基づいて市場構造 と研究開発投資の均衡分析が行われ

る。こごで用いられる均衡概念嫁 短期均衡 と長期均衡の二つである。

1短 期均衡

冒頭で述べたように,市 場構造 と技術革新との関係の研究は元々シュンペー

ターの二つの問題提起に基づいている。このうち初期の実証研究が取 り上げた

のは,現 在の独占的地位が技術革新に有利かどうかという問題であった。そこ
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で論 じられた仮説によれば,集 中度の高い産業は研究開発に必要な資源や資金

調達の上で有利である反面,技 術革新を行 う誘因については不利だということ

である。そ してここから市場集中度 とR&D投 資との相関関係については,

正,負,お よびAU字 型(開 発活動がもっとも盛んになるのは,完 全競争で も

なく完全独占で もない中間的な市場構造だ というもの)と いう三つの予測が現

れた。(Clarke〔5〕,KamienandSchwartz〔8〕)。

このようにこれら初期の研究では市場集中とR&D活 動との関係は多様な

予想がなされているが,共 通 しているのは開発投資水準を所与の.市場集中度に

よって説明する点である。

このような 「.市場構造⇒研究開発活動水準」 という図式は,理 論的には 「短

.期均衡」として表される。短期均衡では,企 業は需要および技術変数の ドで,

開発競争の市場構造を所与 として最適な研究開発投資水準を決定する。.この結

果得られる均衡点が短期均衡点である。 ここで各企業の均衡投資水準 と均衡利

潤が決定され,ま たその結果産業全体 としての技術革新の大きさも定まる。

この短期均衡の方法で市場構造 と研究開発投資との関係を導くには,市 場構

造に関して比較静学を行えばよい。つまり,市 場構造の異なる複数の市場を比

べてみて,均 衡投資水準の大小を比較することになる。 このことは,論 者が

「市.場構造→R&D水 準」 という因果関係を想定 していることの他に,モ デ

ルが想定する産業の発展過程を短期均衡の連鎖と見なしているということをも

意味 している。

2長 期均衡

以上に述べた短期均衡的分析に対 し,市 場構造と研究開発投資との関係を因

果関係と見ない立場 もある。

「市場構造⇒技術革新」 とい う因果関係を想定 した初期の実証研究の結果は

多様であった。「市場集中度が高い方が技術革新 に有利だ」という仮説を肯定

する結果 と否定する結果の両方が現れたのである。この結果に対して推定方法
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の問題 も指摘されたが,そ れ と同時に問題 とされたのが 「市場構造⇒技術革

新」という因果関係の妥当性であった。

その第一の理由は,こ の因果関係の重要性を疑わせる実証結果が現れたこと

である。全般に基礎的変数を考慮 してR&D水 準の推定式を推計すると,市

場集中度の係数は小さく,そ の有意性 も小さくなる(Cohen〔6〕)。

第二は理論的な推測である。研究開発投資は本来企業が将来により優位な競

争的地位 を獲得するために行うものである。そして革新に成功した企業は一時

的な独占力を得るが,そ の地位はライバルの追随によって次第に浸食されてい

く。従 って現在の市場構造は過去および現在の開発競争の結果だといえる。こ

のようなシュンペーター的な動学を考慮すれば,市 場構造もまた内生変数 と見

なさなければならない。(LevinandReiss〔9〕)。 従って,も しこのように市

場構造が企業の研究開発活動に依存 しているのであれば,.市 場構造を独立変数

と見なす従来の計量モデルは不適当になる。

これら二つの論点は,い ずれ もR&D水 準の決定因としてはむしろ基礎的

な.変数の方が重要なのではな.いかという推測を導 くものである。そしてこのよ

うな認識を反映 して,研 究開発競争モデルにおいても市場構造の内生性を強調

す る研究が現れてきた(DasguptaandStiglitz〔7〕)。 これ らの研究では,市

場構造は企業の参入退出によって,企 業利潤がおおよそゼロになるように決定

されると考える。参入と退出にはある程度の時間がかかると考えられるので,

このよう.な自由参入に基づ くゼロ利潤均衡を長期均衡と呼ぶ。従 って,こ こで

は市場構造 と研究開発投資との関係は,長 期均衡の比較静学によって得 られる

ことになる。則ち,企 業の利潤最大化条件 と企業利潤がゼロという条件によっ

て長期の均衡市場構造と研究開発投資水準を求め,そ の後技術変数や需要変数

の変化に伴 う二つの均衡値の変化を求めればよいのである。従 って,長 期均衡

分析においては,相 互に独立した自由参入均衡の列として産業の発展過程を見

ていることになる。

以.L,簡 単に二つの均衡概念 を見た。二つの均衡はそれぞれ市場構造やR
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&D水 準 な どの 産 業 内 諸 変 数 の 依 存 関係 に つ い て 異 な る 見 方 を 反 映 して い る 。

そ して ま た,ど ち らの 均 衡 を 適用 す るか に よ っ て分 析 方 法 は 異 な り,従 っ て需

要 変数 と技 術 変 数 とい う基礎 的 な条件 が 同一 で も,市 場 構 造 とR&Dと の関

係 につ い て得 られ る予 測 は 異 な る 可能 性 が あ る。 理 論 的 には 短期 均 衡 は 「短 期

的 な反 応 」 を表 し,長 期 均衡 は 「長 期 的 な趨 勢 」 を表 して い る とい うふ うに解

釈 さ れ るの が通 例 だ が,少 な くと も市 場構 造 とR&Dと の 関係 につ い て モデ

ル の妥 当性 を検 証 しよ う とす る と きに は1二 つ の 異 な る予 測 を この よ うな枠 組

み に納 め る こ とは困 難 で あ る 。以 降で は この こ とを 述 べ て ゆ くが,そ の前 に以

上 に述 べ た こ と一 一 つ の モ デ ルが 二 つ の 予 測 を導 く こ と一 を具 体 的 に示 す

た め に,例 と して代 表 的 な研 究 開発 競 争 モ デ ル の 一 つで あ るLoury〔10〕 を選

んで,彼 の 導 い た命 題 と.は異 な る含 意 を引 き出 して み る こ とにす る。

IIILouryモ デル の 再検 討

木 節 で は,.Loury.〔10〕 の モ デ ル と,そ'こ で 示 され る命 題 と を説 明 し,そ の

後,長 期 均 衡 の比 較 静 学 を行 デ)。Louryの モ デ ル を 取 り上 げ る理 由 は,こ れ

がR&D競 争 モ デ ル の うち,も っ と も単.純な もの の 一 つ で あ る こ と,そ して

多 くのR&D競 争 モ デ ルの 展 望 論 文 が こ.れを取 り上 げて お り,ま た様 々 な拡

張 もな さ れ て い る こ と に よ る%

1需 要 パラメータ

収 入Rの 永 続 的 な フロ ー を保 証 す る新 技 術 の 開発 競 争 を想 定 す る。 技 術 の

特 許 は,最 初 に 開発 に成 功 した もの に与 え られ,残 りの ラ イバ ルは何 の報 酬 も

得 られ な い もの とす る。 これ は 開発 後 に独 占が 成 立 す る こ とを仮 定 して お り,

従 っ て1～ は製 品 市場 の 規模 で あ る と解 す る こ とが で き る。

ε)原 論 文 とは 異 な っ た記 号,解 法 を用 い る。

3)Low,モ デ ル の 拡 張 につ い て は,Roil堪 三mum〔15〕,さ ら にBεathεta1,〔4〕 の 他,Martin

〔12〕のChap.13が 展 望 を 与 え て くれ る。
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各企 業 は,所 与 の 市場 構造 の下 で 得 られ る特 許収 入 を 目指 して競 争 す る と考

え る。

企 業 数 は η で,同 質 で あ る と し よ う。 企 業 は 開 発 に際 し,∬ だ げ投 資 を 行

う。

2技 術パ ラメータ

与 え られ た発 明水 準 を 達成 す る時 期 を'と し,丁 時 点 まで に 開発 に成 功 す る

確 率 を

Pr('≦7)≡1-exp〔一 ぬ(訟)1つ

と しよ う。 こ こで 雇ゆ に つ い て は以 下 の こ とを仮 定 す る。

ん'ω>0(1)

乃(0)=0-limh'(a)(2)
か㎝

乃"侮)=0な る τ が た だ.一つ 存 在 し,∬ ≦.(≧)万 に対 して,海"(㊧ ≧(≦)0。

以 上 の仮 定 をお け ぼ,第 ゴ企 業 の利 潤 関数 は,

・(一 π)一
。(講 豊(。))・一 新 一・.(・)

と書 け る%た だ し,γ は利 子 率,の=Σ 用hω で あ る。

企 業 の 同 質 性 よ り対 称 均 衡 を 仮 定 す れ ば,短 期 均 衡 の 投 資 量 は所 すの 伽,

R)に 対 して

R(針 肋'(躍) _1-0(4)πぼ(s,a,R)=
γ(α十7十 航の)2

を解 い て 得 られ る。 これ を ∬*(π,R)と お く。 ま た,二 階 の条件

π面一(。・+。+魔 ・))海〃(∫・)一2ん'(躍・)・<o.

を仮 定 す る(α*=(π 一1)駅 ∬*))。

市場 構 造 とR&D水 準 と の 関係 に 関 す るLouryの 命 題 は,Rを 固定 して

が(η,R)を ηで 偏 微 分 す る こ とで得 られ る。

4)導 出にろ心・てV:L。ury〔10)pp.魏 鯵 照。
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す る。

証 明
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(Loury)産 業 内 の 企業 数が 増 加 す る と,企 業 の均 衡 投 資 水 準 は減 少

π(エ,α,π)な ど をRを 省 略 して π⑰,α)な ど と 書 く。

∂∬*π 凶(ぼ*,α*)ゐ(置*)

伽 一 島式が,α*)+@一1)働(正*,α*)ゐ'ゆ*)

で あ るが,π 。。(が,が)>0,ま た π*=(n-1)鼠 ∬*)と π≧1に 注 意 す れ ば,

一 廻7(「*)(魔 ・}一α・_り くoπ
。。¢*,α*)≡

プ(α*十7十ん@半))3

で あ るか ら,諏 ・*/伽く0.(証 了)

これ がLouryの 示 し五 結 果 で あ る。 つ ま り,開 発 利 得 と開 発 の容 易 さ を一

定 と見 た と き,各 企 業 の 開発 投 資 は 開発 競 争 が 激 し くな る につ れ て縮 小 す る と

い うわ けで あ る。

さ て,長 期 均 衡 にお い て は利 潤 最 大 化 の 一 階 条 件 に加 え て,均 衡 利 潤=0と

い う条件 を満 た さね ば な ら ない 。即 ち長 期 のR&D水 準 と市 場 構 造 は,

π(∬・(n,R),@一1凧 τ・(n,R)),R)=or(5)

を解 い て ⑰**,π**)≧(τ*(が*(R),R),が*(R))と して 得 られ る。 以 下 で は

参 入企 業 数 が有 限 な長 期 均 衡 の存 在 を仮 定 す る%

で は長 期 均 衡 に おい て も.市場 構 造 とR&D水 準 は負 の 関係 を持 っ て い る だ

.ろ うか 。Louryは この 点 を 明 らか に して い な い。 長 期 に は π.も 躍 も需 要 パ ラ

メー タRや 技 術 パ ラ メー タ ん(う を反 映 して 決 ま る か ら,こ れ を調 べ る に は

Rや ぬ(ウ を変 化 さ せ ね ば な らな い 。 こ こで は市 場 規 模Rの 変 化 に対 す る 反

応 を調 べ て,以 下 の結 果 を得 た。

長 期 均 衡 の 二 つ の 条 件 式 π(R**,a**,R)=0と π∫(が*,σ**,R)=0か ら

(ただ し煩 雑 さ を避 け るた め,πR=衙(∬ 紳,α 綜,1の 等 々 と省 略 す る),

塵**一 ・・π　 ・諏...(6)
4尺 παπ怠

5)長 期均衡の存在は.ぬ(うの仮定に依存するLouryの 命題4を 参照.
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餐 一 　 '(　 濃 験=晦 閉 ・.・ ・)
こ こ で,π σ〈0,π ㎜ 〈0だ か ら,

血*零 ≧(≦.)0
⇔ πRπエー π。π認 ≧(≦)0(8)dR

伽 赫 ≧(≦)0
⇔ πRπ脳「十(π**一1)(π 尺πτα一 π2πτR)海'**≦(≧)0(9)dR

命 題2市 場 規 模 が 拡 大 す る と,長 期 均 衡 投 資 水 準 は 増 加 す る

証 明(3).式 か ら

Rh**xh'**>0
πRπ馴軍一 παπエπ=

〆(α**十7十 ゐ**)4

で あ って,従 って ぬ**冠12>0.(証 了)

一 方
,do**/dRは 一般 に符 号 は確 定 しな い が,次 の 性 質 は 示 す こ とが で き

る。

命 題3市 場 規 模 が あ る大 き さ を越 えれ ば長 期 均 衡 企 業 数 は市 場 規 模 とと も

に増 加 す る。

証 明

do**/冨 κ≧(≦)⇔((Q**十 の(Q+*十7十 海**)h"**

一(σ**一書一27)2(海'**)2)≦(≧)O

Rに 対 して が*は 単 調 増 加 す るの で,あ るRに 対 して ガ ⑰**)<0で あ れ

ば,そ れ 以 上 のRに 対 して は 必 ず 苑"(♂*)<0で あ り,.従 っ てdo**/dR>0

が 言 え る。 そ こで,十 分 大 き くRを 取 る と,海"◎**)〈0と な る こ とを示 す 。

まず,長 期 に は各 企 業 の利 潤 が ゼ ロ とな る よ う に π が 決 ま る の で,(3)式

と(4)式 か ら

欝(・ ㌔ 瓢)一 ゲ・・.(1・)

即 ち が*溜**〈 鰭*で あ る。 ん(う の 仮 定 か ら 凧 の な=ゐ'(π)な る正 の ∫ は

た だ 一 つ 存 在 す るか ら,そ の ∬ を7と す る と,エ 〉 τ で は 戻 の 々 〉〃(ゆ で
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あ るか ら,長 期 均 衡 で は が*く 諺 で あ る。

従 って,命 題2か ら,Rの 増 加 に伴 って エ**は 単 調 に増 加,収 束 し,従 っ

て 研*も 海聯 もあ る正 の値 に収 束 す る。

こ こで,(4)式 か う,均 衡 で は

(n**一1)ん**+7ぬ'**=2二

@**乃**+りzR

で あ る こ と に注 意 す る と, .lima..が*→ 。。で あ る こ とが 分 か る。

この と き(π**一1)雇 ブ*)+〔 。。 とな るか ら,(10)式 か ら 凧 が*)危**→ ガ

(が*)。 つ ま り,Rを 大 き くす る こ とで 凧∬**)な**を い く らで も 贋 エ**)に

近 づ け る こ とが で き る。 言 い換 え る と,長 期 均 衡 投 資 水 準 が 串を い くらで も

諺 に近 づ け る こ とが で き る。従 ってRを 十 分 大 き く取 る と ゲ く0と す る こ と

が で きる。(証.ア)

従 っ て,市 場 規模 が 大 きい 産 業 にお い て は参 入 企 業 数 とR&D投 資 水 準 と

は正 の相 関 を持 つ 。 これ は短 期 均 衡 分 析 の 結 果 とは正 反 対 で あ る。

と こ ろで,小 さ なRに つ い て は 伽**/dRの 符 号 は ゐ(・)形 状 に依 存 して 一

般 に は確 定 しな い。R&D技 術 に規 模 の経 済 が強 く働 き,ゲ が 十分 大 きな値

を取 る とす れ ぼ,do/dR〈0と い う こ と もあ り得 る(第1図)。

これ は次 の事 情 を反 映 して い る。 市 場 規 模 が 拡 大 してR&Dの 期 待 利 得 が.

大 き く な る こ と に伴 って 企 業 はR&D投 資 を拡 大 す る。 だ が ラ イ バ ル も同様

に投 資 を拡 大 す るた め に,結 局R&Dの 期 待 利 得 は減 少 し,甚 だ しい場 合 に

は負 に な っ て しま う。 この と き,退 出す る企 業 が 現 れ て 結 果 的 に企 業 数 が減 少.

す るので あ る。

最 後 に長 期 均 衡 分析 に よるLouryモ デ ル の解 釈 を ま とめ て お こ う。

従 来 の実 証 研 究が 明 らか に した と ころ で は,市 場 集 中度 とR&Dと は様 々

な相 関 関係 を と りうる。 この理 由 と して 従 来 あ げ られ て き た の は,開 発 利 得 の

.専 有 可 能性 が 産 業 毎 に異 な っ て い る こ とや 産 業 毎 に技 術 機 会 が 異 な る こ之 で

あ った 。 本節 の結 果 も これ と同 様 で あ る。 即 ち,技 術 変数(カ(う)に よ って こ
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の関係が変化 しうることが示された。

例えば規模の経済が強 く働 くようなR&D技 術を持つ産業では,市 場規模

が小さい場合R&.D水 準はそれほど高 くで きず,規 模の経済性 を十分発揮で

きない。だが市場規模が次第に大きく.なるにつれて,R&Dが 規模の経済性

を発揮する結果,参 人障壁が次第に高まり,参 入者数は減少する。

しか し,さ らに市場規模が拡大してゆくと,R&Dの 規摸の経済性 も次第

に枯渇 し,や がて収穫逓減的状態に至る。その結果,R&Dの 伸びは鈍化 し,

..市場規模の拡大は,企 業数の増加 によって吸収 される。要するに,各 企業の

R&Dが 最小最適規模に近づ く結果,均 衡企業数は,.次 第に市場規模 と比例

的に増加するようになるということができる。その一方で,R&Dの 規模 の

経済が小 さければ,市 場集中度とR&D投 資 とは市場規模 に関係なく正の相

関を持つ ことになるだろう。

W考 察

さて以上に見てきたように,短 期均衡 と長期均衡という二つの均衡分析か ら

二つの異なる結果が得られた。通常,そ の二つの予測は対立するものとは考え
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られておらず,.文 字通 りそれぞれ環境変化に対する企業の短期的反応 と長期的

な傾向.とを表す ものと理解されている。従って,こ のどちらを選ぶべきかとい

う問題は,一 般的には各々のモデルが対象としている時間的視野あるいは対象

産業の調整速度に応 じて決めればよいと考えられるかもしれない。だが少な く

とも研究開発競争に関しては問題はそれほど単純ではない。.

.第一に,短 期と長期 という区別は本来実時間的な意味を持っているもめでは

ないからどの くらいの期間観察を続ければ 「長期」と言えるのかを先験的に決

定することはできない。これに対処する7つ の方法は,参.人 障壁で産業を分類

することである。参入障壁が高い産業では企業は新規参.入を考慮する必要がな

いから,短 期均衡分析が適切だろう。その一方で参入障壁のない産業では長期

均衡分析が適切になるだろうと考えられる。この考えに従えば,ま ず各産業を

長期均衡組 と短期均衡組に分 け,(需 要条件や技術条件 を適切にコントロール

した上で)市 場構造と研究開発投資との関係を推定すればよいということにな

る。

だがこの考え方には二つ問題がある。一つは,.参 入障壁は研究開発投資に

よって少なくとも部分的には内生的に決定されるということであ り,も う一つ

は参入障壁が仮に企業行動 と独立だとしても,中 間的な高さの参入障壁を持つ

産業が多数存在するということである(Bain〔2〕,Mann〔11〕)。 この場合,

産業毎に長期的な調整の速度が異なること.も考えられ,産 業毎に長期均衡との

乖離幅が異なっている可能性がある。

.第二は,長 期均衡の動学的基礎の問題である。長期均衡を文字通 り長期的に

達成される均衡点だと解釈するとい うことは,産 業が少なくとも.一定期間不均

衡状態にあるという想定を含んでいる。 もちろん,そ れで も均衡がよい近似に

なっている可能性はある。 しか しこのためには均衡分析 とは独立に企業の参.人

退出による動学的調整を仮定することが必要になる。だが研究開発競争理論で

はこの調整過程は明示的に示されていない。そして,研 究開発競争には少な く

とも二つ,長 期均衡の安定性を疑わせる理由がある。
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その理由の一つは,技 術革新それ自体が長期均衡への収束条件を変化させて

しまうか もしれないということである。元来,研 究開発競争とは.,企業が基礎

的変数をコントロールしょうとする過程であって,例 えば,一 旦研究開発を行

えば,そ の結果が成功であれ失敗であれ,そ の範囲についての知識は蓄積する

(NelsonandWinter〔13〕)か ら,研 究開発活動は技術変数を不可逆 に変化 さ

せる。従って,企 業の開発行動その ものが均衡の収束先を変化させる可能性が

ある。

また,基 礎的変数が外生的であって も,長 期均衡が達成されるためには適切

な参入退出機構が必要である。だが現実の企業がこれに従っているという保証

はない。また,基 礎的変数の外生的な変化が起これば短期利潤関数 もシフ トす

るから,所 与の調整過程が常に長期均衡を達成するとは限らない。

さらに,仮 にこれらの条件が達成されて長期均衡が安定であ.るとしても,現

実の市場構造と研究開発投資 とは不均衡の調整過程で現れてくるものであるか

ら,長 期均衡の比較静学による予測が正 しくなるとは限らない。.なぜならば,

産業の基礎的変数が時間を通 じて変化 していれば,そ れに伴って長期均衡点は

シフ トしているため,参 入退出の速度が異なっていれば実際に短期均衡点が通

る経路が異なるからであるb

以上のことを考慮すると,企 業の参入退出行動を不均衡過程 とみなした上で

長期均衡に現実性を与えることはかなり難 しいことがわかる。結局,参 入退出

も企業の最適化行動 として静学的な均衡の枠組みに納め,一 切の調整過程を経

ないで長期均衡 を達成 していると考えない限 り,長 期均衡分析の理論的整合性

はとれない。そのように考えると,短 期と長期を問題の時間的視野によって使

い分けるという発想があまりに安直であることがわかる。

結局,短 期均衡 と長期均衡 とは,そ れぞれ独立した均衡概念だと考える方が

おさまりがよい。だがそうすると,一 つのモデルから独立 した二つの予測が現

れることになる。

これらふたつの均衡概念は分析対象に応 じて選べばいいと考えられるかもし
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れない。確かに個別の研究開発競争事例に関 してはそのような取捨選択が可能

かもしれない。競争の環境と文脈 とを比較的特定しやすいからである。 しか し

.市場構造 と研究開発投資との関係は,集 計された統計資料を用いて計量的に推

計される。 この場.合文脈の異なる多数のR&D競 争がサンプルに含 まれるた

めに,ど ちらの均衡概念が適切かは判然としないことになる。

結局,短 期均衡と長期均衡 とのどちらが現実的であるかは,現 在決定できる

問題ではない。上で論じたように長期均衡概念の現実性は十分疑 うに足るが,

しか しながらその現実性を正当に判断するためには,企 業が どのように参入と

退出の判断を行うのかについての詳細な検討が必要だと思われる5,。

このように一つのモデルの分析手法が複数ありえる以h,特 定のモデルが現

実 と整合的であるのかどうかを実証 しようとしても,否 定 も肯定 もできないと

い うことになる。前節の例で言えば,命 題1が 現実か ら否定されたとしても,

それはモデルの仮定がおか しいことを示しているのか,あ るいは短期均衡 とい

う設定がおか しいのか,判 断できない ということである7}。このことは,理 論

モデルが実証研究にとって役立たないということを意味 しているだけではな く,

理論自体にとっても好ましくない事態である。実際,市 場構造 と研究開発投資

とo関 係については,異 なる予測を行うモデルの乱立状態にある。従 ってこれ

らのモデルを取捨選択する上で,実 証分析による現実妥当性の検証が重要に

なっているが,本 稿が示すようにモデルの含意そのものが曖昧なのであれぼ,

この検証作業はますます困難なものとなってしまう。

Vま と め

以 卜,本 稿 で は 研 究 開.発 競 争 モ デ ル の 二 つ の 均 衡 概 念 一 短 期 均 衡 と長 期 均

6)DaagaptaandStiglitz〔7〕 は,研 究 開発 競争 にお ける長期均 衡の重要性 を強 調 してい るが,

長期均衡 が現 実的であるか どうかは論 じていない。市場構造 とR&D水 準が共 に内生変数で あ

るとい う立場 は,ほ とんどの研 究者 が共有す る ものと思われ,実 証研究から も支持されそ うで は

あるが(Cohen〔6〕),ま だ仮説の域 を超 えてはいない。

7)も ちろんLourの 命題が現実に.当ては 雲ってい るとして も,そ れはLouryの モデルが現実 に

当てはまってい るとい うことを示 しているわ げで はない。



62(420)第167巻.第4号

衡一 について検討 してきた。.そこで得られた...つの結論は,短 期均衡 と長期

均衡を字義通 り 「短期」と 「長期」 という時間区分によって両立させることは

困難であって,.両 者はそれぞれ独立の概念だと考えた方がよく,従 って研究開

.発競争モデルの解釈には曖昧さが生 じるということである。

ではなぜこのような曖昧さが生 じたのだろうか。その理由は,す でに述べて

きたように,研 究開発競争モデルが開発競争の動的過程を直接検討することな

く,安 易に長期均衡概念を持ち込んだことにあると思われる。

確かに短期均衡分析は直接的な因果関係を市場構造から研究開発活動だけに

限定するものである。本来研究開発活動は企業が将来の市場における優位を確

保するための行動であるか ら,短 期均衡分析は逆の因果関係を無視 してお り,

理論的には十分ではないし,実 証的には誤った推測を導 きかねない。だが逆に,

短期均衡概念は焦点を 「市場構造⇒R&D活 動」 とい う因果関係に限定 して

いるが故に,産 業を時間的な調整過程の内部で捉えようとする方向へ開かれて

いたとも言える。つまり,現 実の産業は,調 整され尽 くした結果として現れる

ものではな く,何 らかの不均衡の.元にあって,調 整のさなかにあるものとして

現れるという解釈の余地を含んでいた。

しか し,「企.業行動→.市場構造」という因果関係に基づ く内生的市場構造 と

いう考』えを同時決定的な長期均衡として定式化する方向は,不 均衡状態が どの

ように調整されるのかという本質的に動学的な考察を欠き,そ の結果短期均衡

概念を産業の時間的発展過程へ包含することに失敗 して しまったのである8)%

従 って,モ デルの.曖昧さが市場構造とR&D活 動との相互依存関係の時間

8)長 期均衡概念の不+分 さはい くつか の実証研究で は意識されている。同時方程式 モデルを用い

た実証研究では,し ば しば同時決定 モデルが過去 と将来の市場構 造が現在 の開発 に影響す るとい

う時間的要素 を捨象 した もので シュ ンペーター的競 争過程の描写 としては.不完全 だとい う弁明が

述べ られてい る(LevinandReis§ 〔9〕,Coh瞭n〔6〕)。

9>動 学的性質に焦点を当てたモデルで は,市 場構造 と技術 革新の時間的発展 を反復ゲー ムとして

定式化 し,各 企 業の多期 間にまたが る最適化 に基づ く均衡経路 を分析 してい る。 この方法は理 論

的 には より完成度が高 い。だが,こ の均衡弩路が不 日∫逆的な技術 革新過程 の中で どの ように実現

す るのか は.と のわ け明示的に確率過程 を扱 ったモデル(Re血ganum〔14〕 な ど)で は.や

はり不明確である。
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構造をうまくとらえていない.ことから起 こっているのであれば,こ の問題を解

消するためには,研 究開発競争の動的過程を明示的に定式化 しなければならな

い。実際,研 究開発競争モデルの基本的な着眼点,即 ち事後の市場構造の期待

.と事前の市場構造の条件に基づいてR&D活 動が決まるという理解に戻れば,

現実の事態は,「市場構造り企業行動」 という単線的因果関係でもなく,ま た

同時決定で もない,「現在の市場構造→現在の企業行動→将来の市場構造→

……」 というような因果の連鎖 となっているのだろうと想像できる。そして,

この観点か ら,累 積的因果関係が研究開発活動と市場構造の間には働いている

のではないか とい う考え方が現れる1%

このような認識を共有する研究 としては,い わゆる進化経済学派のものがあ

る。それによれば,産 業の動態はある技術パラダイムの下で行われる企業間の

競争の結果 として生.じる。企業は現在の技術と市場における地位の下で技術革

新 と規模拡大を試みる。.この成功 と失敗ばその時点の環境 と各企業の行動に

よって決まり,そ れが次期の環境を形成する。これは構造 と行動の累積的因果

関係を明示的に取 り込んで,そ の調整過程 として産業動態を見ようという枠組

みである。

このような試みは,.果た して有効なのだろうか。また行動と構造の累積的因

果関係を直接取 り込 もうとすると,ど のような問題がが起きるのだろうか、そ

れは均衡分析を超える新たな知見を加えるのだろうか。これらが次に検討すべ

き課題 となる。
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